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淀川水系西大阪ブロックの河川整備に係る費用対効果分析（B/C）
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１）事業評価の対象期間について

○当面の治水目標の完成時期を令和23年と想定する。
○費用対効果分析の評価期間は、三大水門の目標寿命で事業完成後80年間とする。
○便益・費用ともに評価時点で現在価値化する。（社会的割引率を4%とする。）
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２）事業費について
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全体事業費

全体事業 約2073.5億円

残事業 約476.7億円

<前回評価> <今回評価>

全体事業費

全体事業 約2356.4億円

残事業 約674.2億円

３）年平均被害軽減期待額（全体事業：今回評価）
【今回評価】の年平均被害軽減期待額：1,670.6億円（全体事業）

対象河道：すべての高潮対策施設（防潮堤、三大水門ほか）が未整備
（単位：億円）

被　　 害　 　額 年 平 均  年平均被害額の累計

軽 減 額 被 害 額  ＝年平均被害軽減 備 考

③=①-② ④×⑤  　期待額

1/50

1/100

1/500

1,670.6

潮位
（O.P.+5.2m）

117,468.8 0.0 117,468.80

0.010  837.6 837.6

潮位
（O.P.+4.2m）

90,770.6 0.0 90,770.60

104,119.70 0.008  

潮位
（O.P.+3.8m）

76,758.0 0.0 76,758.00

83,764.30

833.0

流量規模
区間平均
被害額④

区間確率
⑤事業を実施

しない場合①
事業を実施
した場合②

超過確率

※ 被害額は、「治水経済調査マニュアル(案) R2.4」の算定方法に準拠し、令和３年評価額
（治水経済調査マニュアル(案)各種資産単価及びデフレーターR5.6改正）より算定



4https://www1.mlit.go.jp/river/basic_info/seisaku_hyouka/gaiyou/hyouka/pdf/gaiyou.pdf

治水経済調査マニュアル（案）令和２年４月改定の概要より抜粋（出典：国土交通省WEBサイト）
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（２）算定方法の見直し（①家屋被害）

浸水深図 新旧マニュアル比較高潮(O.P.+5.2m)【確率規模：500年確率】の場合

<全体事業評価> 家屋被害における浸水深別被害率

【旧マニュアル】治水経済マニュアル（平成17年4月）

【新マニュアル】治水経済マニュアル（令和2年4月）
増加 減少

西大阪ブロックにおける感度分析

➢ 「治水経済調査マニュアル（案）」における被害率の変
更に伴い、3.0m以上の浸水深の箇所においては、被害
率が減少する。

➢ 西大阪ブロックにおける高潮被害では、3.0m以上の浸
水箇所が最も広く、被害額に対する割合も大きくなる。

➢ 全体的に世帯数（家屋数）は上昇傾向にあるため、家
屋被害は増加するが、他河川に比べ、増加率は1.2倍程
度と微増となる。

➢ 土木施設(農地・農業用施設)に関する減額が大きく、
全体の被害額としては減少となる。

前回評価と今回評価の家屋被
害に関する感度分析

床下
床上

合計50cm

未満
50～
99cm

100～
199cm

200～
299cm

300cm

以上

前回評価（旧マニュアル）

①浸水面積(km2) 4.31 0.46 4.51 13.82 20.25 22.51 65.85 

②浸水世帯数 3,588 455 5,367 28,023 37,845 33,961 109,239 

③被害率(家屋被害Aグループ) 0.032 0.092 0.119 0.266 0.580 0.834 －

④浸水世帯数×被害率 115 42 639 7,454 21,950 28,324 58,524 

（全体に占める割合） (0.20%) (0.07%) (1.09%) (12.74%) (37.51%) (48.40%) (100.00%)

今回評価（新マニュアル）

①浸水面積(km2) 4.31 0.46 4.51 13.82 20.25 22.51 65.85 

②浸水世帯数 4,079 517 6,102 31,862 43,030 38,614 124,205 

③被害率(家屋被害Aグループ) 0.047 0.189 0.253 0.406 0.592 0.800 －

④浸水世帯数×被害率 192 98 1,544 12,936 25,474 30,892 71,136 

（全体に占める割合） (0.27%) (0.14%) (2.17%) (18.18%) (35.81%) (43.43%) (100.00%)

倍率（今回評価／前回評価）

④浸水世帯数×被害率 1.67 2.33 2.42 1.74 1.16 1.09 1.22 

浸水深

地盤勾配
床下

床上 土砂堆積
50cm

未満
50～
99cm

100～
199cm

200～
299cm

300cm

以上
50cm

未満
50cm

以上
Aグループ 0.047 0.189 0.253 0.406 0.592 0.800

0.430 0.785Bグループ 0.058 0.219 0.301 0.468 0.657 0.843

Cグループ 0.064 0.235 0.325 0.499 0.690 0.865

Aグループ：1/1000未満 Bグループ：1/1000～1/500 Cグループ：1/500以上

浸水深

地盤勾配
床下

床上 土砂堆積
50cm

未満
50～
99cm

100～
199cm

200～
299cm

300cm

以上
50cm

未満
50cm

以上
Aグループ 0.032 0.092 0.119 0.266 0.580 0.834

0.430 0.785Bグループ 0.044 0.126 0.176 0.343 0.647 0.870

Cグループ 0.050 0.144 0.205 0.382 0.681 0.888

Aグループ：1/1000未満 Bグループ：1/1000～1/500 Cグループ：1/500以上
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治水経済調査マニュアル（案）令和２年４月改定の概要より抜粋（出典：国土交通省WEBサイト）
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被害額算定項目 旧マニュアルからの変更点 内容例

家屋被害 ➢ 被害率の変更 ⚫ Aグループ※：床上の浸水深50cm～99cmの場合、被害率：0.119（旧） ⇒ 0.253（新）
※被害率は地盤勾配に応じて3つのグループに分けて設定しており、Aグループは最も緩い勾配1/1000未満
※西大阪ブロックの場合、各浸水深別被害率×浸水深別世帯数の合計の今回と前回評価時点の比は1.22

家庭用品被害 ➢ 算出方法の変更（自動車以外＋自動車）
➢ 被害率の変更

⚫ 一般家財と自動車の配置高が異なるため、自動車被害率の閾値を区別して算定
⚫ 地盤面から浸水深30cm以上で自動車被害発生

公共土木施設等被害 ➢ 算出方法の変更
（公共土木の被害＋農業の被害）

➢ 被害比率の変更

⚫ 公共土木・公益施設被害比率の見直し
一般資産被害額の169.4％（旧） ⇒ 74.2％（新） 約1/2倍に変更

⚫ 農地・農業用施設は、「農地の浸水面積」に単位面積当たり被害額を乗じて被害額を算定

家庭における応急対策費用 ➢ 清掃労働対価の清掃延日数の変更 ⚫ 清掃延日数（日）の見直し

事業所における応急対策費用 ➢ 代替活動等支出負担単価の変更 ⚫ 代替活動等支出負担単価（千円/事業所）の見直し

国・地方公共団体に
おける応急対策費用

➢ 新項目の追加
「水害廃棄物の処理費用」を追加

⚫ 「家庭用品被害額」に対する比率（全国実績の値：6.23％）を用いて、水害廃棄物の処理
費用を算定
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＜前回評価時の被害額との比較＞
➢ 今回評価に適用した新マニュアルによる被害額は、前回の旧マニュアルより大きくなる。

➢ このため、各確率規模の被害額軽減効果が前回評価より増加し、年平均被害軽減期待額が増加した。

新マニュアルの主な改定内容

22,458

18,463

22,360

11,541

16,355

14,378

45,391

33,066 42,120

5,882

2,670

2,103

813

1,525

1,109

1,393

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000 110,000 120,000 130,000 140,000 150,000

今回評価

被害額

前回評価

被害額

(億円)

家屋被害

家庭用品被害

事業所償却・在庫資産被害

農漁家償却・在庫資産被害

農作物被害

公共土木施設等被害 公共土木・公益施設

公共土木施設等被害 農地・農業用施設

営業停止損失

家庭での応急対策費用

事業所における応急対策費用

国・地方公共団体における応急対策費用

高潮 規模<全体事業評価>

家屋 家庭用品 事業所
公共土木

(公共土木・公益)
営業停止・

応急対策

公共土木

(農地・農業用施設)

約1.2倍 約1.9倍 約1.1倍 約1.4倍 約2.2倍
約2.6倍 約1.4倍

・家屋評価額の増加

・被害率の増加等による増額

・算出方法の変更

(一律→自動車＋自動車以外の区別)

・被害率の増加による増額

・一般資産被害額に対する比率算出の見直し

・農地・農業用施設の被害額の減少による減額

・清掃延日数の見直し

による増額

・営業停止・停滞日数

の見直しによる増額 ・代替活動等支出負担単価の増加

・事業所数の増加による増額

・新項目[水害廃棄物の処

理費用]の追加による増額

⇒前回算定結果

124,162億円

⇒今回算定結果

117,469億円

新・旧マニュアルによる被害額内訳の比較【高潮1/500規模 O.P.+5.2m】
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＜前回評価時からの被害額変動の内訳＞

➢ 浸水区域内の農地の減少と新マニュアルの適用によって公共土木施設等被害額（農地・農業用施設）は減額した
ことが大きな要因となり、新マニュアルの適用によって被害額が増額している部分もあるが、前回の旧マニュア
ルよりも被害額の合計はわずかであるが小さくなっている。

西大阪ブロック 被害額（億円）

Ｂ/Ｃ根拠資料【淀川水系西大阪ブロック】

22,458

21,282

18,463

22,360

23,450

11,541

16,355

14,997

14,378

45,391

44,319

33,066 42,120

5,882

6,295

2,670

2,103

2,033

813

1,525

1,525

1,109

1,393

1,461

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000 110,000 120,000 130,000 140,000 150,000

今回評価

R5単価

新マニュアル

今回評価

H31単価

新マニュアル

前回評価

H31単価

旧マニュアル

(億円)

家屋被害

家庭用品被害

事業所償却・在庫資産被害

農漁家償却・在庫資産被害

農作物被害

公共土木施設等被害(公共土木・公益施設)

公共土木施設等被害(農地・農業用施設)

営業停止損失

家庭での応急対策費用

事業所における応急対策費用

国・地方公共団体における応急対策費用

高潮 1/500規模

(O.P.+5.2m) <全体事業評価>家屋 家庭用品 事業所
公共土木

(公共土木・公益)

営業停止・

応急対策

公共土木

(農地・農業用施設)

1.2倍

1.1倍

2.0倍

1.0倍

1.0倍

1.1倍

1.3倍

1.0倍

2.4倍 2.5倍 1.4倍

124,162億円

115，362億円

117,469億円

1.02倍

0.93倍

2.4倍 2.5倍 1.0倍

農地・農業用施設の被害額については、
・旧マニュアルでは、一般資産被害額に対する比率で算出
・新マニュアルでは、農地・農業用施設の面積から被害額を算出することとなるが、

西大阪ブロックにおける農地面積は非常に小さく、被害額はほぼ0となり、
大幅な減額となる。
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析

18

【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円
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４）費用便益分析
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【今回評価R5】基準年R5 

【前回評価R1】基準年R1 単位：億円

単位：億円


